
　直近５年間の予算額平均は600
万円弱。年間の着手件数は３件程
度。５年前の未着手件数は21件、
５年後39件。5年間で18件も増え
ている。受理した蓋架け要望書で
古いものは20年を超えている。
未着手件数が減っていく予算額の
再検討を願う。

　蓋架けの順番は、通学路や交通
量、道路幅員、建物の立ち並びな
どで判断しており、今年度からは
各項目を点数化し決定している。
当該事業を含め、各種事業等の有
効性、優先性、効率性を重視した
予算配分ができるよう、毎年度、
予算編成の手法を見直していく。

　義務教育は無償。しかし実際は
どうか。市内中学２年生では年間
で18万7900円を学校に納入。その
内、給食費は5万3900円。子育て
支援として県内63自治体の内、20
自治体が給食費の全額補助ないし
一部補助を実施。本市での補助検
討と国や県への補助制度の要請を。

　食材費については、学校給食法
等で示されたとおり保護者負担が
原則と考えているので、今後も国
の動向を注視していく。給食費の
一部補助については、実施してい
る他市町村の状況を注視し、子育
て支援の施策として有効かどうか
を見極めていきたい。

問 学校給食の
無償化に向けて 答 国の動向を注視していく

　今年12月から当市において、民
生・児童委員を増員することになっ
たが、委員の現状の把握や人員確
保についてどう考えているのか。
また、仕事内容に対する負担の軽
減や、気持ちよく働いていただく
ために、今後どのようにしていく
のか伺う。

　市では、民生委員・児童委員協
議会内の課題事項に係るアンケー
トの実施や委員活動に係るＱ＆Ａ
集の作成などを行い、委員活動が
より円滑に進むよう支援している。
　今後も委員の皆様が活動しやす
い環境を作るため、地域や活動の
実態に則した支援を続けていく。

　請願者である協議会については、
議会において請願が採択されたこ
とから、市では協議会の経緯など
の確認を行うことは考えていない。
しかしながら、今後も路線バスの
運行予定事業者のみならず、必要
に応じて協議会からの聞き取りも
行っていく。

問 民生・児童委員の
課題解決は 答 地域や活動の実態に

則した支援を行う

　当市でいち早くヤングケアラー
の支援に取り組むべきと考えるが、
どのように実態の把握をするのか。
また、県でケアラー支援条例が制
定されているが、具体策など市で
はどう考えるのか。それらを踏ま
え、今後どのように進めていく考
えなのか伺う。

　小学校６年生、中学校２年生、
高校２年生相当の全員を対象とし
たアンケート調査を実施し、実態
を把握した上で、支援策を検討す
る。まずは、子どもに携わる教職
員等を対象とする研修会により、
実態や対応等の周知を図り、社会
的認知度を向上させていきたい。

問 ケアラー支援を
進めるために 答 調査実施後、実態の

把握と支援策を検討

　のりあい交通の延べ利用者数は、
人口対比で見ると、県内で最下位。
それを裏付けるかのように、市内
のバス・のりあい交通に対し、満
足している市民の割合は、僅か５
％。この事実をどう受け止めてい
るのか。地域公共交通に対する投
資が不十分ではないか。

　公共交通の満足度が低いことは、
市の公共交通が市民の期待に十分
に応えられていないと捉えている。
しかし、市の特性に対応した公共
交通機関として、デマンド型の「の
りあい交通」を運行しており、需
要に応じて適切な規模で投資を行っ
てきたと考えている。

問 市民ニーズから考える
地域公共交通 答 適切な規模で投資を

行ってきている

　国に提出する地域公共交通計画
は、地域にとって望ましい公共交
通網の姿を描くマスタープランで
ある。その事業計画は、市の実情
を一番良く把握している執行部が
作成すべきと考える。そこで伺う。
作成主体は、執行部か、コンサル
ティング会社への業務委託か。

　市が主宰する地域公共交通会議
において市の地域公共交通の関係
者で協議を行い、策定する。策定
に当たっては、業務委託を行うが、
計画の内容に関わる部分について
は、市が主導した上で協議し、市
全体の公共交通を考えていく。

問 地域公共交通活性化
再生法改正への対応 答 市が主導して公共

交通を考えていく

　離婚時に約束した養育費を受け
取れず、それがひとり親世帯の貧
困の要因の一つになっている。離
婚時の取決めが大事。子どもの権
利である養育費を確実に受け取れ
るように、公的な書類を作成する
サポートや費用の補助制度を導入
してはいかがか。

　市は、養育費が払われるよう、
離婚届の用紙とともに、養育費及
び面会交流の取決めやその実現方
法について説明したパンフレット
を配布し周知を図っている。今後
は、状況の把握に努め、必要に応
じて「養育費等支援事業」の活用
も考えていきたい。

問 養育費不払い問題 答 状況の把握に努めていく

　HSP（ハイリ―センシティブ
パーソン）は、生まれつき非常に
感受性が強く、敏感な気質を持っ
た人を指す。また、その気質を持
つ子どもをHSC（ハイリ―センシ
ティブチャイルド）という。この
二つの概念を広く周知啓発するこ
とが重要と考えるがいかがか。

　HSP・HSCは、アメリカの心
理学者が提唱している概念の一つ
で、敏感・繊細さから生活上の苦
手さ等支援を必要としているかた
について、相談に対応する職員・
教員の理解がまず必要である。周
知啓発を国や県が推奨する場合は
速やかに対応する。

問 HSP・HSCの
理解と周知 答 対応する職員・教員等の

理解が必要

中山廣子 議員
（公明党）

石渡征浩 議員
（TSUNAGU）

山﨑巨裕 議員
（日本共産党）

大島　勉 議員
（創政会）

わず

問 側溝蓋架け事業予算を
問う

ふた か

答 優先性や効率性を考えて
整備していく
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